
6広報とよはし  平成 27 年 10月15日

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
で
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り

平
成
26
年
度
行
財
政
の
運
営
状
況

　

市
で
は
、
ま
ち
づ
く
り
の
指
針
で
あ
る「
第
５
次
総
合
計
画
」に
沿
っ
て
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
改
善
に
向
け
た
見
直

し
な
ど
を
行
う「
行
政
評
価
」を
軸
と
し
て
計
画
的
な
行
財
政
運
営
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

今
回
は
行
政
評
価
の
結
果
や
、
行
財
政
改
革
プ
ラ
ン
の
取
り
組
み
な
ど
豊
橋
市
の
行
財
政
運
営
の
状
況
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。　

特集

■政策評価の結果
分野 政策数 政策評価結果

A B C D
①�活力と魅力にあふれる
　まちづくり 7 5 2 0 0

②�健やかに暮らせる
　まちづくり 8 2 6 0 0

③�心豊かな人を育てる
　まちづくり 10 3 7 0 0

④�環境を大切にする
　まちづくり 5 2 3 0 0

⑤�安心して暮らせる
　まちづくり 6 2 4 0 0

⑥�快適で利便性の高い
　まちづくり 8 7 1 0 0

合計 44 21 23 0 0
A：成果が上がっている	 B：おおむね成果が上がっている
C：あまり成果が上がっていない	 D：成果が上がっていない

■細事業評価の結果
細事業数 実績評価結果 方向性

a b c − 拡大 縮減 維持 完了・廃止

1,093 321 399 76 297 62 11 920 100
（29.4%）（36.5%） （6.9%）（27.2%） （5.7%） （1.0%）（84.2%） （9.1%）

a：順調に進んでいる	 b：おおむね順調に進んでいる
c：あまり順調に進んでいない	 －：評価しない

　
「
行
政
評
価
」は
、
限
ら
れ
た
財
源
の
効
果
的
・
効
率
的
な

配
分
な
ど
を
行
い
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
向
け
た
改
善

を
行
う
仕
組
み
で
す
。
市
で
は
、
第
5
次
総
合
計
画
に
沿
っ

た
行
政
評
価
と

し
て
、
44
の
政

策
に
つ
い
て
目

標
の
達
成
度
や

社
会
情
勢
な
ど

を
総
合
的
に
分

析
評
価
す
る「
政

策
評
価
」と
、
政

策
を
推
進
す
る

た
め
の
細
事
業

に
つ
い
て
実
績

に
基
づ
き
進
捗

を
評
価
す
る「
細

事
業
評
価
」
を
一

体
的
に
行
っ
て

い
ま
す
。

細事業評価
（1,093細事業）

政策
評価

（44政策）

 

■行政評価の体系
政策評価
目標の達成度や細事業の進捗
状況、社会情勢などの総合的な
分析により政策の成果を評価
します。

細事業評価
政策を推進するために実施す
る個々の細事業の進捗を評価
します。

平
成
26
年
度
は
、
6
分
野
44
政
策
の
う
ち
、「
成
果
が

上
が
っ
て
い
る
」が
21
政
策
、「
お
お
む
ね
成
果
が
上
が
っ

て
い
る
」が
23
政
策
と
な
り
、
第
5
次
総
合
計
画
の
4

年
目
と
し
て
お
お
む
ね
順
調
に
成
果
を
上
げ
て
い
る

も
の
の
、
社
会
情
勢
の
変
化
に
適
切
に
対
応
し
な
が
ら

更
な
る
取
り
組
み
の
推
進
が
必
要
と
な
っ
て
い
ま
す

（
左
表
）。

分
野
ご
と
の
主
な
取
組
内
容
を
紹
介
し
ま
す

①
活
力
と
魅
力
に
あ
ふ
れ
る
ま
ち
づ
く
り

　

積
極
的
な
ポ
ー
ト
セ
ー
ル
ス
に
よ
り
輸
入
自
動
車
の
陸
揚
げ
拠

点
が
整
備
さ
れ
た
ほ
か
、
東
三
河
広
域
連
合
の
設
立
に
よ
り
新
た

な
広
域
連
携
体
制
を
整
え
ま
し
た
。

②
健
や
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

　

水す
い
と
う痘
ワ
ク
チ
ン
接
種
の
全
額
助
成
な
ど
予
防
接
種
事
業
の
取
り

組
み
を
進
め
た
ほ
か
、
市
民
病
院
に
お
い
て
は
総
合
周
産
期
母
子
医

療
セ
ン
タ
ー
の
開
設
な
ど
高
度
専
門
医
療
の
充
実
を
図
り
ま
し
た
。

③
心
豊
か
な
人
を
育
て
る
ま
ち
づ
く
り

　

大
清
水
ま
な
び
交
流
館
「
ミ
ナ
ク
ル
」を
整
備
し
生
涯
学
習
機

能
の
充
実
を
図
っ
た
ほ
か
、「
く
す
の
き
特
別
支
援
学
校
」の
開
校

準
備
を
進
め
ま
し
た
。

④
環
境
を
大
切
に
す
る
ま
ち
づ
く
り

　

電
気
自
動
車
用
急
速
充
電
器
の
利
用
時
間
を
延
長
し
た
ほ
か
、

「
干
潟
保
全
実
践
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」を
開
始
し
、
地
域
と
一
体
と
な
っ

て
汐
川
干
潟
保
全
対
策
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

⑤
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

　

南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
被
害
予
測
調
査
結
果
を
公
表
し
、
防
災

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
を
作
成
し
た
ほ
か
、
津
波
防
災
セ
ン
タ
ー
や
防
災

ひ
ろ
ば
の
整
備
を
進
め
ま
し
た
。

⑥
快
適
で
利
便
性
の
高
い
ま
ち
づ
く
り

　
「
ま
ち
な
か
図
書
館（
仮
称
）」の
整
備
基
本
計
画
を
策
定
し
た

ほ
か
、
一
部
の
市
営
住
宅
に
子
育
て
向
け
住
宅
を
導
入
し
、
多

様
化
す
る
住
宅
供
給
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
ま
し
た
。

❶
行
政
評
価
／
政
策
企
画
課（
☎
51
・
３
１
５
１
）

　

http://w
w
w
.city.toyohashi.lg.jp/2622.htm

❷
行
財
政
改
革
プ
ラ
ン
／
行
政
課（
☎
51
・
２
０
２
８
）

　

http://w
w
w
.city.toyohashi.lg.jp/2551.htm

❸
職
員
の
給
与
な
ど
／
人
事
課（
☎
51
・
２
０
４
３
）

　

http://w
w
w
.city.toyohashi.lg.jp/2565.htm

❹
財
政
状
況
／
財
政
課（
☎
51
・
２
１
１
７
）

　

http://w
w
w
.city.toyohashi.lg.jp/2458.htm

問い合わせ

上記のほか、市役所じょうほうひろば
（東館1階）でも政策分析報告書や�
行財政改革プラン取組状況報告書な
どをご覧いただけます。

❶
平
成
26
年
度
決
算
に
基
づ
く
行
政
評
価
の

　

結
果
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
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市
で
は
、「
第
5
次
総
合
計
画
」に
よ
る
元
気
な
ま
ち
づ
く
り
を
実
現
し
つ
つ
、
安
定
し
た

行
財
政
運
営
の
確
保
を
図
る
た
め
、「
豊
橋
市
行
財
政
改
革
プ
ラ
ン
」（
計
画
期
間 　
平
成
23
～

27
年
度
）を
策
定
し
、
計
画
達
成
に
向
け
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

❷
豊
橋
の
活
力
の
向
上
の
た
め
、
行
財
政
改
革
に
取
り
組
み
ま
し
た

■プランの枠組み

「豊橋の活力」の
 向上

﹇
目
的
﹈
﹇
視
点
﹈

﹇
基
本
方
針
﹈

﹇
重
点
推
進
項
目
﹈﹇
取
り
組
み
﹈

地域力 行政力

市
民
な
ど
の
公
益
的
な

地
域
活
動
の
推
進

「
自
立
と
責
任
」の
強
化
に

向
け
た
行
政
体
制
の
整
備

重点推進項目
17

部局別行動計画

財
政
運
営
の
自
律
性
・

健
全
性
の
確
保

■�

平
成
26
年
度
の
取
組
状
況

　

平
成
26
年
度
は
、
プ
ラ
ン
の
計
画
期
間

4
年
目
と
し
て
、
計
画
達
成
に
向
け
た
最

も
重
要
な
年
度
と
位
置
付
け
、
計
画
推
進

を
阻
害
す
る
問
題
点
を
洗
い
出
し
、
今
後

の
対
応
に
つ
い
て
部
局
ご
と
に
整
理
す
る
な

ど
、
１
６
１
の
取
組
項
目
の
推
進
に
努
め

ま
し
た
。

︿
財
政
指
標（
表
1
）﹀

　

徹
底
し
た
歳
出
の
見
直
し
や
積
極
的
な

財
源
確
保
な
ど
に
よ
り
財
政
運
営
の
健
全

性
の
確
保
に
努
め
た
結
果
、
実
質
赤
字
比

率
、
連
結
実
質
赤
字
比
率
に
つ
い
て
赤
字
は

発
生
せ
ず
、
実
質
公
債
費
比
率
、
将
来
負

担
比
率
も
目
標
を
達
成
し
て
い
ま
す
が
、

経
常
収
支
比
率
は
依
然
目
標
よ
り
も
高
い

水
準
に
あ
り
、
財
政
構
造
の
硬
直
化
に
十

分
注
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
状
況
で
す
。

︿
行
政
体
制（
表
2
）﹀

　

業
務
執
行
体
制
の
見
直
し
に
伴
う
民
間

委
託
化
、
嘱
託
化
な
ど
で
当
初
計
画
27
人

を
上
回
る
39
人
の
減
員
を
し
ま
し
た
が
、

消
防
力
の
強
化
・
充
実
な
ど
新
た
な
行
政

需
要
へ
の
対
応
に
よ
り
45
人
の
増
員
を
要
し

た
た
め
、
結
果
6
人
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

︿
協
働
の
取
り
組
み（
表
3
）﹀

　

市
民
活
動
団
体
と
の
協
力
に
よ
る
健
康

づ
く
り
事
業
の
取
り
組
み
な
ど
、
新
た
な

協
働
事
業
と
し
て
20
件
の
取
り
組
み
を
実

施
し
ま
し
た
。

︿
経
済
的
効
果（
表
4
）﹀

　

給
与
の
適
正
化
を
図
る
た
め
、
退
職
手

当
や
住
居
手
当
の
段
階
的
引
き
下
げ
を
実

施
し
、
人
件
費
の
抑
制
に
努
め
ま
し
た
。

　

ま
た
、
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計

繰
出
金
の
見
直
し
な
ど
歳
出
の
抑
制
に
努

め
た
ほ
か
、
市
有
地
に
お
け
る
未
利
用
地

の
売
却
促
進
や
市
営
住
宅
駐
車
場
有
料
化

の
推
進
な
ど
収
入
確
保
を
進
め
、
20
億
円

余
の
経
済
的
効
果
額
を
得
る
こ
と
が
で
き

ま
し
た
。

︿
全
体
﹀

　

計
画
策
定
か
ら
4
年
が
経
過
し
、
社
会

経
済
情
勢
の
変
化
や
新
た
な
行
政
需
要
へ
の

対
応
な
ど
に
よ
り
、
当
初
の
計
画
か
ら
進

捗
が
遅
れ
る
取
り
組
み
が
あ
る
も
の
の
、
内

部
評
価
に
お
い
て
、
昨
年
度
と
比
較
し
計
画

達
成
の
取
り
組
み
が
増
加
す
る
な
ど
、
全
体

と
し
て
、
お
お
む
ね
順
調
な
進
捗
状
況
で
あ

る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

今
後
は
、
豊
橋
の
活
力
向
上
と
プ
ラ
ン

の
目
標
達
成
に
向
け
、
継
続
的
な
努
力
は

も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
人
口
減
少
に
伴
う
地

方
創
生
や
イ
ン
フ
ラ
を
含
め
た
公
共
施
設

等
の
総
合
的
な
管
理
な
ど
の
新
た
な
課
題

に
対
し
、
着
実
に
対
応
す
る
こ
と
が
重
要

で
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

■主な数値目標の達成状況
表1　財政指標

指標 基礎数値（平成21年度） 実績数値（平成25年度） 実績数値（平成26年度） 目標（平成27年度）
経常収支比率 89.0％ 86.9％ 89.0％ 85％以下
健全化判断比率 今号9ページ参照

表2　行政体制に関する指標
指標 基礎数値

（平成22年4月1日現在）
実績数値

（平成26年4月1日現在）
実績数値

（平成27年4月1日現在）
目標

（平成28年4月1日現在）

普通会計部門などの定員 2,224人 2,171人 2,177人 2,014人
［210人（9.4%）減］

表3　協働の取り組みに関する指標

指標 実績数値
（平成26年度）

実績数値
（平成23年度からの累積）

目標
（平成23〜27年度の累積）

新規に取り組んだ協働事業数 20件 94件 125件

表4　経済的効果に関する指標

指標 実績
（平成26年度）

実績
（平成23年度からの累積）

目標
（平成23〜27年度の累積）

歳入・歳出の見直しによる経済的効果額 20億3,578万円 61億4,370万円 70億円（40億円）
※�経済的効果額は、歳入確保策や事業費・人件費の抑制による累積効果額
※（　）内は人件費の抑制による累積効果額
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■表6　平成26年度および平成27年度の職員数の状況
区分

部門

職員数（人）
平成27年度の主な増減理由平成

26年
平成
27年 増減数

一般行政
部門

議会 15 15 0

総務 339 346 7 育児休業に伴う代替職員の増員など

税務 112 112 0

民生 249 263 14 機構改革に伴う業務移管など

衛生 402 407 5 施設建設室の新設など

労働 2 3 1

農林水産 52 53 1

商工 33 31 ▲ 2 商工業振興業務の見直しなど

土木 244 241 ▲ 3 市営住宅の指定管理者制度導入など

小計 1,448 1,471 23

特別行政
部門

教育 264 252 ▲ 12 学校給食調理業務の体制見直しなど

消防 325 331 6 消防法改正に伴う体制の強化など

小計 589 583 ▲ 6

普通会計　計 2,037 2,054 17

公営企業等
会計部門

病院 1,113 1,126 13 病棟薬剤業務の実施など

水道 88 83 ▲ 5 収納業務包括業務委託化など

下水道 96 95 ▲ 1

その他 153 157 4 特別養護老人ホームの体制充実など

小計 1,450 1,461 11

合計 3,487 3,515 28

※職員数には、育児休業の代替職員を含んでいます

※1　地域手当は、3％から4％に引き上げました
※2　通勤手当は、エコ通勤の向上を目指し自転車通勤のエコ通

勤距離区分を拡充しました
※3　期末・勤勉手当は、勤勉手当を1.35月から1.50月に引き上

げました

■平均給料月額・年齢の推移� （各年4月1日現在）

区分
平成21年 平成26年 平成27年

平均給料 平均年齢 平均給料 平均年齢 平均給料 平均年齢
一般行政職 346,066円 43.0歳 329,060円 41.3歳 323,388円 41.0歳
労務職 325,022円 46.7歳 309,268円 45.0歳 303,106円 44.8歳

平成27年度　職員の給与など
■職員手当� （平成27年4月1日現在）

種類
内容
（※は昨年度より見直した手当。平均は平成26年度普
通会計決算より）

扶養手当
配偶者13,000円、その他1人につき各6,500円
を支給
（配偶者がない場合、1人目11,000円。16～22
歳までの子は1人につき5,000円加算）

地域手当　※1 給料、扶養手当、管理職手当の4％を支給

通勤手当　※2
通勤距離2㎞以上の職員に距離・通勤方法に応
じて2,000～24,500円、定期券利用職員に購入
価額を支給(1か月55,000円限度)、徒歩通勤者
は非支給

住居手当 12,000円を超える家賃支払者／27,000円（上
限額）、その他は非支給

時間外勤務手当 正規の勤務時間以外に勤務した場合、時間数に
応じて支給（平均支給月額24,572円）

特殊勤務手当 著しく困難・危険・不快・不健康な勤務に従事
した場合に支給（平均支給月額3,647円）

その他の手当 管理職・宿日直・夜間勤務・休日勤務手当など

期末・勤勉手当　※3
期末／2.60か月、勤勉／1.50か月。職制上の
段階、職務の階級により5～20％加算あり（平
均支給年額1,394,818円)

退職手当
（定年 ・ 定年前
早期退職）

25年勤務／34.5825か月、35年勤務／49.59か
月。定年前早期退職／2～45％、在職した役
職に応じた加算あり（平均支給額19,244,012円)

　
　「
豊
橋
市
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
の
公
表
に

関
す
る
条
例
」に
基
づ
き
、
市
職
員
の
勤
務
条
件
や

服
務
の
状
況
な
ど
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

■
職
員
の
服
務
に
つ
い
て

　

地
方
公
務
員
法
に
基
づ
き
、
す
べ
て
の
公
務

員
は
「
全
体
の
奉
仕
者
」と
し
て
公
共
の
利
益
の

た
め
に
勤
務
し
、職
務
遂
行
に
あ
た
っ
て
は
全
力

で
業
務
に
あ
た
る
義
務
が
課
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。

■
職
員
数
な
ど
に
つ
い
て

　

平
成
26
年
度
の
職
員
の
採
用
・
退
職
者
数
は

表
5
、
職
員
数
の
状
況
は
表
6
の
と
お
り
で
す
。

■
職
員
の
給
与
の
状
況
に
つ
い
て

　

職
員
の
給
与
な
ど
の
状
況
は
今
号
8
・
9

ペ
ー
ジ
の
と
お
り
で
す
。

■
職
員
の
勤
務
時
間
・
休
暇
に
つ
い
て

　

職
員
の
勤
務
時
間
は
、
原
則
と
し
て
午
前
8

時
30
分
〜
午
後
5
時
15
分
の
週
38
時
間
45
分
で
、

休
日
は
週
休
日（
土
・
日
曜
日
）、
国
民
の
祝
日
、

年
末
年
始（
12
月
29
日
～
1
月
3
日)

で
す
。
た

だ
し
、
病
院
・
消
防
な
ど
変
則
勤
務
体
制
の
職

場
は
こ
の
限
り
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

平
成
26
年
度
の
年
次
有
給
休
暇
の
平
均
取
得

日
数
は
7.1
日
で
し
た
。
そ
の
他
に
も
病
気
、
婚

姻
な
ど
の
休
暇
制
度
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
平

成
26
年
度
に
育
児
休
業
を
取
得
し
た
職
員
は

２
１
５
人
で
し
た
。

■
分
限
と
懲
戒
の
状
況

　

平
成
26
年
度
中
の
分
限
処
分（
公
務
能
率
の

維
持
を
目
的
と
す
る
処
分
）は
、
心
身
の
故
障

に
よ
る
休
職
が
94
件
で
し
た
。
ま
た
、
懲
戒
処

分（
服
務
規
程
違
反
、
法
令
違
反
な
ど
に
対
す

る
制
裁
的
処
分
）は
、
停
職
が
1
件
、
減
給
が

1
件
、
戒
告
が
4
件
で
し
た
。

■
研
修
お
よ
び
勤
務
評
定
の
状
況

　

人
材
育
成
基
本
方
針
に
基
づ
き
、
職
員
の
資

質
・
能
力
の
向
上
、
組
織
力
の
強
化
を
図
る
た

め
の
研
修
を
行
っ
て
い
ま
す
。
職
員
の
勤
務
成

績
に
つ
い
て
は
、
人
事
考
課
を
年
１
回
行
い
、
職

員
の
育
成
・
処
遇
な
ど
に
活
用
し
て
い
ま
す
。

■
福
利
厚
生
制
度
の
状
況

　

豊
橋
市
職
員
互
助
会
、
安
全
衛
生
委
員
会
を

組
織
す
る
と
と
も
に
、
愛
知
県
都
市
職
員
共
済

組
合
に
よ
る
健
康
保
険
や
共
済
制
度
な
ど
に
よ

り
、
職
員
の
福
利
厚
生
や
健
康
維
持
に
関
す
る

事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

❸
市
職
員
の
勤
務
条
件
や
服
務
の
状
況

　

な
ど
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

■表5　平成26年度　職員の採用・退職の状況�※単位：人

区分
退職

採用
定年 勧奨 自己都合など 退職計

事務職 33 7 18 58 65

技術職 10 1 5 16 22

消防職 11 0 2 13 19

医療職 4 5 109 118 133

技能労務職 18 1 4 23 18

総計 76 14 138 228 257

対象期間：	 退職／平成26年4月1日～27年3月31日
	 採用／平成26年4月2日～27年4月1日
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■特別職の報酬など� （平成27年4月1日現在）

区分 支給月額 6月期期末手当 12月期期末手当

給
料
市長
副市長

1,091,000円
915,000円

2,352,686円
1,973,151円

2,591,943円
2,173,811円

報
酬

議長
副議長
議員

716,000円
651,000円
585,000円

1,531,345円
1,392,326円
1,251,168円

1,687,075円
1,533,918円
1,378,406円

※支給額は在職期間に応じ、割落しがあります

■国・県と市職員との給料比較� （平成26年4月1日現在）

0

100

95

105

平成21年度 平成26年度

豊
橋
市

豊
橋
市

国 国愛
知
県

愛
知
県

97.7
96.0

99.4100 100
102.9

0
20

40
60

80
100

＜目的別分類＞

支出
1,211億
483万円

収入
1,258億
1,500万円

＜性質別分類＞

貸付金など（5.9％）
72億850万円

市税（50.6％）
637億2,390万円

民生費
（38.8％）
470億798万円

土木費
（12.5％）

151億4,436万円

総務費
（8.4％）
101億5,268万円

消防費（2.7％）
32億9,361万円

商工費など（4.5％）
53億8,621万円

教育費
（12.5％）
151億8,891万円

公債費
（9.7％）

117億7,252万円

国庫支出金
（14.5％）

181億7,058万円県支出金（7.1％）
89億5,701万円

市債（6.4％）
80億6,219万円

諸収入（3.5％）
44億1,999万円
地方消費税交付金
（3.6％）
45億832万円

使用料・手数料（2.3％）
28億5,512万円
地方交付税（2.3％）
29億2,505万円

繰入金（3.7％）
46億3,980万円

繰越金など
（6.0％）75億5,304万円

公債費（9.7％）
117億7,252万円

物件費（14.2％）
172億1,482万円

繰出金（13.7％）
165億781万円

人件費（15.8％）
191億3,982万円

扶助費（25.7％）
310億7,837万円

普通建設事業費（15.0％）
181億8,299万円

一般会計収入支出差引額
47億1,017万円

衛生費（10.9％）
131億
5,856万円

平成26年度　一般会計・特別会計決算
❹平成26年度決算の状況などをお知らせします

■平成26年度末現在の市債
区分 一般会計 特別会計 企業会計 合計

市債現在高 1,031億6,987万円　 59億7,007万円　 585億7,790万円　 1,677億1,784万円　
前年度からの増減 25億7,748万円減 2億5,383万円減 37億　939万円減 65億4,070万円減

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」において財政の健全性を示すために定められた指標です。健全化判断比率と資
金不足比率は全て健全化基準を下回っており、財政の健全性は保たれています。

特別会計名 収入 支出 収入支出差引額
競輪事業
国民健康保険事業
総合動植物公園事業
公共駐車場事業
地域下水道事業

136億6,706万円
360億4,454万円
16億　161万円
1億9,963万円
13億1,433万円

125億　768万円
342億9,901万円
15億6,921万円
1億8,836万円
13億1,433万円

11億5,938万円
17億4,553万円

3,240万円
1,127万円

0円

特別会計名 収入 支出 収入支出差引額
母子父子寡婦福祉資金貸付事業
介護保険
後期高齢者医療

7,877万円
202億7,347万円
67億2,889万円

3,471万円
200億6,908万円
67億2,195万円

4,406万円
2億　439万円

694万円
合計 799億　830万円 767億　433万円 32億　397万円

平成26年度決算に基づく健全化判断比率および資金不足比率

■健全化判断比率� 単位：％

区分 早期健全化基準
（本市における基準） 平成25年度 平成26年度

実質赤字比率 11.25 実質赤字額なし（6.30） 実質赤字額なし（5.71）
連結実質赤字比率 16.25 連結実質赤字額なし（25.79） 連結実質赤字額なし（27.36）
実質公債費比率 25.0 7.4 7.1
将来負担比率 350.0 49.3 39.8
※（　）内は黒字比率を記載

■資金不足比率� 単位：％

会計の名称 経営健全化基準 平成25年度 平成26年度
水道事業会計

20.0 資金不足額
なし

資金不足額
なし

下水道事業会計
病院事業会計
総合動植物公園事業特別会計
地域下水道事業特別会計

■指標の内容
①実質赤字比率…一般会計などの赤字の程度を示す指標で、赤字額の数値が大きいほど収支状況が厳しいと言えます。
②連結実質赤字比率…①と同様の指標で、全会計の赤字や黒字の合算により地方公共団体の収支状況を示すものです。
③実質公債費比率…借入金の返済額などの大きさを示す指標で、数値が大きいほど事業に使えるお金の割合が少ないと言えます。
④将来負担比率…借入金など将来負担すべき市全体の実質的な負債の大きさを示す指標で、数値が大きいほど将来財政が圧

迫される可能性が高いと言えます。
⑤資金不足比率…公営企業会計ごとの資金不足額を示す指標で、数値が大きいほど経営状況が厳しいと言えます。

※�一般行政職給料を経験年数を考慮し、国を
100として比較したもの（ラスパイレス指数）


